
平成１２年（ﾜ）第１３９０４号　商標権侵害差止等請求事件（甲事件）
平成１２年（ﾜ）第２０９０５号　商標権侵害差止等請求事件（乙事件）
口頭弁論終結日　平成１３年１２月２５日
　　　　　　　　　　　　　　判　　　　　　　決　　
              甲事件・乙事件原告      　ファイザー・プロダクツ・インク
              甲事件・乙事件原告      　ファイザー製薬株式会社
              原告両名訴訟代理人弁護士　中  村    　稔
              同　　　　　　　　　　　　熊  倉  禎  男
              同　　　　　　　　　　　　富  岡  英  次
              同　　　　　　　　　　　　飯  田    　圭
              同　　　　　　　　　　　　渡  辺    　光
              甲事件被告 　　　安井堂インターナショナルこと
              　　　　　　　　　　  　　Ａ
              乙事件被告 　　　 　      株式会社ライフボートジャパン
              被告両名訴訟代理人弁護士　大久保　孝　裕
　　　　　　　　　　　　　　主　　　　　　　文　　
    １　被告らは，バイアグラ錠と称する錠剤について，ウェブページ，看板，チ
ラシ類その他の広告及び申込書，しおりその他の取引書類に，別紙被告標章目録
一（1）ないし（3），二（1）及び（2）並びに三記載の各標章を使用してはならな
い。
    ２　被告らは，前項記載の各標章を記載した取引書類を用いて注文を受けた前
項記載の錠剤を輸入し，前項記載の各標章を記載した取引書類を添付して前項記載
の錠剤を引き渡し，又は郵便若しくは宅配便業者をして引き渡させてはならない。
    ３　被告らは，１項記載の各標章を記載したウェブページからこれらの標章を
削除し，１項記載の各標章を記載した看板，チラシ類その他の広告及び申込書，し
おりその他の取引書類を廃棄せよ。
    ４  被告株式会社ライフボートジャパンは，原告ファイザー・プロダクツ・イ
ンクに対し，金３０２４万５８１５円及びこれに対する平成１２年１０月１３日か
ら支払済みまで年５分の割合による金員，被告安井堂インターナショナルことＡ
は，原告ファイザー・プロダクツ・インクに対し，金２９７２万２８００円及びこ
れに対する平成１２年７月１２日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払
え。
    ５　被告株式会社ライフボートジャパンは，原告ファイザー製薬株式会社に対
し，金１９９９万７２１０円及びこれに対する平成１２年１０月１３日から支払済
みまで年５分の割合による金員，被告安井堂インターナショナルことＡは，原告フ
ァイザー製薬株式会社に対し，金１９６４万８５３４円及びこれに対する平成１２
年７月１２日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
    ６　原告のその余の請求をいずれも棄却する。
    ７　訴訟費用は，これを３分し，その１を原告らの負担とし，その余を被告ら
の負担とする。
    ８　この判決は，第１項ないし第５項に限り，仮に執行することができる。
                            事実及び理由
第１  請求
  １　被告らは，バイアグラ錠と称する錠剤について，ウェブページ，看板，チラ
シ類その他の広告及び申込書，しおりその他の取引書類に，別紙被告標章目録一(1)
ないし(3)，二(1)及び(2)並びに三記載の各標章を使用してはならない。
  ２　被告らは，前項記載の各標章を記載した取引書類を用いて注文を受けた前項
記載の錠剤を輸入し，前項記載の各標章を記載した取引書類を添付して前項記載の
錠剤を引き渡し，又は郵便若しくは宅配便業者をして引き渡させてはならない。
  ３　被告らは，１項記載の各標章を記載したウェブページを閉鎖し，１項記載の
各標章を記載した看板，チラシ類その他の広告並びに申込書，しおりその他の取引
書類を廃棄せよ。
  ４  被告らは，各自，原告ファイザー・プロダクツ・インクに対し，金５６７７
万８０８１円及びこれに対する被告安井堂インターナショナルことＡは平成１２年
７月１２日から，被告株式会社ライフボートジャパンは平成１２年１０月１３日か
ら支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
  ５  被告らは，各自，原告ファイザー製薬株式会社に対し，金３７８５万２０５
５円及びこれに対する被告安井堂インターナショナルことＡは平成１２年７月１２



日から，被告株式会社ライフボートジャパンは平成１２年１０月１３日から支払済
みまで年５分の割合による金員を支払え。
第２  事案の概要
  １  争いのない事実等 
    (1)ア　　原告ファイザー・プロダクツ・インク（以下「原告ファイザー・プロ
ダクツ」という。）は，勃起不全治療剤である「バイアグラ錠」等の医薬品等の製
造，販売等を主たる業務とする米国法人であるファイザー・インクの子会社であっ
て，ファイザー・インクを中心とする企業グループ（以下「ファイザーグループ」
という。）の商標権等の知的財産権等の管理等を主たる業務とする米国法人である
（弁論の全趣旨）。
      イ　原告ファイザー製薬株式会社（以下「原告ファイザー製薬」という。）
は，ファイザー・インクの子会社であって，「バイアグラ錠」等の医薬品等の製
造，販売等を主たる業務とする株式会社である。
      ウ　被告株式会社ライフボートジャパン（以下，「被告会社」という。）
は，各種日用雑貨品輸出入業並びに販売等を目的とする株式会社である（弁論の全
趣旨）。
    (2)ア　原告ファイザー・プロダクツは，次の商標権を有している。
    　　　登録番号　　　　　　　　第４１０５７１３号
    　　　出願日        　　　　　平成８年３月６日
      　　登録日　　　　　　　　　平成１０年１月２３日
　　　　　指定商品及び商品の区分　第５類　薬剤　
　　　　　登録商標　　　　　　　　別紙原告商標目録一記載のとおり
    　イ　原告ファイザー・プロダクツは，次の商標権を有している（以下，上記
アの商標権と併せて「本件各商標権」といい，その登録商標を上記アの登録商標と
あわせて「本件各商標」という。）。
    　　　登録番号　　　　　　　　第４１２７５９３号
    　　　出願日        　　　　　平成８年６月６日
      　　登録日　　　　　　　　　平成１０年３月２７日
　　　　　指定商品及び商品の区分　第５類　薬剤　
      　　登録商標　　　　　　　　別紙原告商標目録二記載のとおり
    (3)　　原告ファイザー製薬は，原告ファイザー・プロダクツから，本件各商標
権について独占的通常使用権の設定を受け，日本国内において「バイアグラ錠」
（以下，原告ファイザー製薬が日本国内において販売している「バイアグラ錠」を
「本件原告バイアグラ錠」という。）を販売している（弁論の全趣旨）。
    (4)  本件各商標は，平成１０年４月より前から，日本国内において，原告らを
含むファイザーグループの業務に係る本件原告バイアグラ錠を表示するものとし
て，広く知られており，かつ，著名である。
    (5)ア  東京都台東区（以下略）所在の安井堂インターナショナルの店舗（以下
「本件店舗」という。）に設けられた看板（以下「本件看板」という。）には，別
紙被告標章目録一（3）（以下「被告標章一（3）｣という。別紙被告標章目録につい
ては，以下同様の略語を用いる。）及び被告標章二（2）が記載されている。また，
「バイアグラ個人輸入代行サービスのご案内」（以下「本件案内書」という。），
「バイアグラご愛用のしおり」（以下「本件しおり」という。），「個人輸入代行
取扱商品」（以下「本件取扱商品」という。）などの書類には，被告標章二（2）が
記載されている。さらに，本件しおりには，被告標章一（3）が記載されていた。
　　　イ　ＵＲＬが「http://bekkoame.ne.jp/ro/yasuido/」である安井堂インター
ナショナルのウェブページ（以下「本件ウェブページ１」という。）には，被告標
章一（1）及び二（1）が記載されていた。また，本件ウェブページ１とリンクした
ＵＲＬが「http://chao.pos.to/viagra」であるウェブページ（以下「本件ウェブペ
ージ２」という。）の「お申し込みフォーム」（以下「本件申込フォーム」とい
う。）及び「輸入代行依頼書」（以下「本件依頼書」という。）には，被告標章
二（2）が記載されるとともに，本件ウェブページ２のＵＲＬ及び
viagra@ha.bekkoame.ne.jpとのeメールアドレスの一部として，被告標章一(2)が使
用されていた。
        　その後，上記ウェブページは変更され，本件ウェブページ２から自動的
にジャンプする，ＵＲＬが「http://yasuido.com/international/」であるウェブペ
ージ（以下「本件ウェブページ３」という。）に，被告標章三が記載されている。
    (6)　　被告標章と本件各商標はいずれも類似する（弁論の全趣旨）。



  ２　本件は，原告らが，被告らに対し，被告らは，上記１(5)のとおり被告標章を
使用しているところ，これらの行為は，本件各商標権を侵害する又は不正競争行為
に当たると主張して，原告ファイザー・インクは，商標権又は不正競争防止法３条
により，原告ファイザーは，不正競争防止法３条により，これらの行為の差止め等
を求めるとともに，原告らが，商標権侵害又は不正競争防止法４条により，これら
の行為による損害の賠償を求める事案である。
第３　争点及びこれに関する当事者の主張
  １　争点                                              
    (1)  被告らの行為が，ファイザー・インク製のバイアグラ錠であると称する錠
剤（以下「本件被告錠剤」という。）の輸入及び販売に当たるか
    (2)  被告らの行為が本件被告錠剤の輸入及び販売に当たるとされた場合に，本
件各商標権の侵害となるか　　
    (3)  被告らの行為が本件被告錠剤の輸入代行に当たるとされた場合に，本件各
商標権の侵害となるか
    (4)  被告らの行為が本件被告錠剤の輸入及び販売に当たるとされた場合に，不
正競争行為となるか
    (5)  被告らの行為が本件被告錠剤の輸入代行に当たるとされた場合に，不正競
争行為となるか
    (6)  被告Ａから被告会社への安井堂インターナショナルの営業譲渡の有無  
    (7)　　上記営業譲渡があったとされた場合に，被告らが相被告の行為について
それぞれ責任を負うか        
    (8)  損害の発生及び額
  ２　争点に関する当事者の主張
    (1)  争点(1)について
      （原告らの主張）
        被告らは，本件被告錠剤を輸入し，顧客に販売している。その根拠は，次
に述べるとおりである。
      ア　本件被告錠剤は，米国にあるオールインタナショナルから，米国にある
ヨシダコーポレーション及び被告らを経て，顧客に届けられるが，ヨシダコーポレ
ーションと被告らは，人的，組織的，業務内容的，会計的・経理的観点から見る
と，実質的に一体であるということができる。ヨシダコーポレーション及び被告会
社は，被告Ａ（以下「被告Ａ」という。）及びその弟であるＢによって統一的に組
織され，経営されているものである。また，ヨシダコーポレーションと被告らとの
間の金銭の授受は極めて杜撰であり，両者の会計は分離していない。
      　　そして，本件被告錠剤を輸入して，顧客に販売しているのは，実質的に
一体であるヨシダコーポレーション及び被告らであって，オールインタナショナル
ではない。そのことは，次の各事実から明らかである。
        (ｱ)  本件被告錠剤の代金の支払が，顧客ごとに個別になされるのではな
く，これとは対応せずに，被告らからヨシダコーポレーションに送金され，オール
インタナショナルに対して，支払われている。
        (ｲ)　本件被告錠剤の送付が個々の顧客との契約に対応していない。米国に
おいて，個々の契約とは無関係に，被告ら宛に本件被告錠剤がまとめて送付され，
被告らにおいて，これを個々の顧客に分別している。本件被告錠剤の送付前には，
オールインタナショナルに対し，顧客の氏名や送品内容について一切開示がなく，
同社は，個々の契約内容について，事前事後を問わず，一切把握していない。
        (ｳ)  本件被告錠剤の「輸入代行」の申込方法も，顧客に代わってオールイ
ンタナショナルとの契約を成立させるというようなものではない。
        (ｴ)  オールインタナショナルは，企業（団体）を相手にする卸売業しか行
っていないし，個人向けの販売をしていたとしても，注文者の氏名・住所等が特定
していない場合には販売をしていない。
        (ｵ)  本件被告錠剤の輸入に伴う為替差損は，顧客ではなく，被告らが負担
している。また，不足分や破損品があった場合，被告らが占有する同種の物である
他の本件被告錠剤を顧客に提供している。
　　　イ　仮に，上記アの主張が認められないとしても，被告らは，次のとおり，
顧客の個人輸入を代行しているものではなく，本件被告錠剤を輸入して，顧客に販
売しているものということができる。
      　(ｱ)  適式な代行といえるには，①本人において自己が代行人に対し代行人
による所定の事務処理の対価として所定の事務処理料を支払うべき義務を負うこと



が認識・理解されること，②本人の名義が，代行人により，相手方に対し，単に契
約の法律的効果の一部のみではなく，その全部が本人に帰属し，代行人には契約の
法律的効果が一切帰属しないことを認識・理解し得る程度に，示されること，③本
人において，他の法制度と区別しうる程度に，自己が，代行人に対し，事務を処理
してもらい，そのために代行権を授与するものであることが認識・理解されること
が要件であり，また，その認定に当たっては，④契約の経済的リスクを本人と代行
人のいずれが負担しているか，⑤本人から代行人へ委任状等が交付され，代行人か
ら相手方へ委任状等が提示されたか否か，⑥代行者が，あたかも特定人（相手方）
の代理店のように，継続的に，不特定人（本人）に対し，特定人（相手方）との間
での同人の取扱いに係る商品又はサービスに関する契約締結の代行の申込みを誘引
して，不特定人（本人）の申込に基づき同契約締結を代行し，特定人（相手方）か
ら，その手数料を受領しあるいは特に安価に商品又はサービスの提供
を受ける等の便益を享受しているか等の事情が有力な考慮要素とされるべきであ
る。
      　(ｲ)　しかるに，被告らの行為は，①少なくとも本件訴訟が提起されたとき
までは輸入代行手数料が本件被告錠剤の価格等に包含される形式で表示されてお
り，また，ヨシダコーポレーションの手数料が明示されていないから，顧客におい
て，自己が被告らに対し被告らによる輸入代行の対価として如何なる金額の手数料
を支払うべき義務を負うものか認識・理解されないこと，②ヨシダコーポレーショ
ンは，オールインタナショナルに対し，被告らから送付された顧客の宛名ラベルを
示しておらず，顧客本人に直送される場合にその控えがオールインタナショナルに
届けられるのみであるところ，日本語で記載された上記ラベルを同社は理解できな
いから，顧客名義が，被告らにより，オールインタナショナルに対し，同社におい
て，顧客が輸出契約の相手方そのものであり，被告らには輸出契約の法律的効果が
一切帰属しないことを認識・理解しうる程度に示されていないこと，③被告らは，
顧客に，個人輸入代行に係る顧客，代行業者及び輸出元の間における法律関係を十
分に説明しておらず，また，インターネットやファックスで申し込んだ顧客から委
任状の交付を受けていないうえ，不良品については，すべての費用を被告らが負担
して新品と取り替えているから，顧客が，他の法制度と区別しうる程度に，自己
が，被告らに対し，輸入を代行してもらい，そのために代行権を授与することが認
識・理解され得ないこと，④ドル建てによる本件被告錠剤の価格を包含する費用が
円建ての固定金額で表示されており，輸出契約における為替差損という経済的リス
クを顧客ではなく被告らが負担していること，⑤被告らから輸出元であるオールイ
ンタナショナルへ委任状等が提示された事実はないこと，⑥被告らは従来から特定
のＰＴＰパッケージ包装の本件被告錠剤を取り扱っており，少なくとも平成１１年
１１月１７日以前には被告らが本件被告錠剤を貯蔵しており，また，本件被告錠剤
の注文者に係る返信用の宛名ラベルを作成してヨシダコーポレーションに送付して
いるうえ，顧客に対し不良品・破損品の交換のサービスを行っていたから，被告ら
は，あたかも特定の輸出元の代理店のように行動しており，特定の輸出元から，何
らかの便益を享受していると理解されること，及び取引書類が「売上帳」とされ，
本件被告錠剤の数量，単価，売上金額，受入金額及び差引き残高が記載されている
等本件被告錠剤を顧客に販売する行為としての帳簿処理が行われていることからす
ると，本件被告錠剤を輸入し，顧客にこれを販売する行為と評価されるべきであ
る。
      （被告らの主張）                                 
      ア　被告らの行為は輸入ではなく，顧客個人が輸入する手続を代行している
にすぎない。
        　輸出元はオールインタナショナル，ピルボックスファーマニー等であっ
て，被告らがヨシダコーポレーションを介して，顧客の個人輸入手続を代行してい
るものである。
          被告らは，個人輸入を希望する顧客からの依頼があって初めてヨシダコ
ーポレーションを介してオールインタナショナルなどに注文をすること，来店の顧
客には，輸入代行申込書への記入及び個人輸入代行委任状の作成を求め，個人輸入
と商品の説明をし，その説明書面に署名を求め，「輸入代行代金お預かり書」を発
行して代金を預かるという手続を経ており，この際，厚生大臣宛の「念書」及び
「（医薬品）輸入報告書」も預かること，ＦＡＸによる申込みの場合，「バイアグ
ラ個人輸入代行サービスのご案内」等の書類を送付し，「輸入代行依頼書」を受け
取っていること，代金としては，商品代金のほかに代行手数料を受領し，被告会社



の売上帳には，手数料のみが記載され，商品代金は記帳されていないことからする
と，輸入ではなく，顧客個人が輸入する手続を代行していることは明らかである。
      イ　原告の主張する要件のうち，③については法律の素人である一般人に不
能を強いるものである。また，④ないし⑥も代行か否かの判断基準になり得ない。
代行契約は諾成・不要式・非典型契約であるから，代行権の授与，これに基づく本
人の名での契約の申込みの代行及び相手方の承諾，相手方からの商品の本人への引
渡し，代金の支払代行，本人の手数料支払の事実があれば十分である。
      ウ(ｱ)  原告の主張のうち，一部について手数料額が明示されていないことは
認めるが，その場合でも代行が有償であることは顧客において十分熟知しているか
ら，明示の区別がないからといって代行でないとはいえない。
        (ｲ)  原告の主張のうち，為替差損の一部を被告らが負担していることは認
めるが，差益がある場合もある。また，大幅な変動の場合，円建て価格を何度か変
更している。
        (ｳ)  原告の主張のうち，輸出元に委任状を個々的には提示していないこと
は認めるが，事前に輸出元から包括的な了解を得ている。
        (ｴ)  原告の主張のうち，インターネットでの申込みでは委任状が使用され
ていないことは認めるが，ウェブページで輸入代行の説明をしたうえ，「上記内容
について理解し，個人輸入の代行を委任します」との欄をクリックしないと申込み
ができないから，委任を受けていることに相違ない。また，平成１２年１０月１３
日ころまではこのような欄が無かったが，個人輸入の説明や代行の説明の後にある
「理解しました。」のボタンをクリックしなければ申込みができないようになって
いた。
        (ｵ)  原告の主張のうち，被告らが少なくとも平成１１年１１月１７日以前
には本件被告錠剤等を不良品・破損品の交換のための授与目的等で貯蔵していたこ
とは認めるが，この交換は顧客に対するサービスであって，これがあるからといっ
て代行が輸入になるわけではない。
    (2)  争点(2)について
      （原告らの主張）
      ア  本件被告錠剤は，本件各商標の指定商品である「薬剤」に該当する。
      イ(ｱ)　被告らの行為のうち，本件ウェブページ，本件看板，本件案内書に被
告標章を付する行為は，本件被告錠剤に関する広告に被告標章を付して展示し，又
は頒布する行為に当たる。
        (ｲ)  被告らの行為のうち，本件案内書，本件しおり，本件取扱商品，本件
申込フォーム及び本件依頼書に被告標章を付する行為は，本件被告錠剤に関する取
引書類（本件取扱商品については，取引書類又は定価表）に被告標章を付して展示
し，又は頒布する行為に当たる。
        (ｳ)  被告らの行為のうち，被告標章を記載した取引書類を用いて注文を受
けた本件被告錠剤を輸入し，顧客に被告標章が表示された本件しおり等の書類を添
付して販売する行為は，本件被告錠剤に被告標章を付したものを譲渡し，引き渡
し，輸入する行為に当たる。
      ウ  本件被告錠剤がファイザー・インク製のものであることは立証されてい
ないこと，本件被告錠剤は，米国において，連邦食品医薬品及び化粧品法に違反す
る違法なものとして処方，販売されたこと，被告らは，薬事法の承認を得ないで，
違法に本件被告錠剤を輸入販売しており，国民の健康と安全に悪影響を及ぼすおそ
れがあること，本件ウェブページ１における広告や，本件ウェブページ３と一体を
なす「バイアグラファン倶楽部」のウェブページは，バイアグラ錠の品質用途につ
いて著しい誤解を生じさせ，バイアグラ錠や本件各商標の評判やグッドウィルを著
しく損なうこと，本件原告バイアグラ錠は，２５ミリグラムと５０ミリグラムのも
のしかなく，本件被告錠剤のうち１００ミリグラムのものは存在しないこと，本件
原告バイアグラは，２錠宛ＰＴＰパッケージに包装されたうえで，２０錠入りの小
箱（２５ミリグラム）又は２０錠もしくは５０錠入りの小箱（５０ミリグラム）に
包装されているところ，本件被告錠剤の多くは，ファイザーグループの許諾無く，
３錠，６錠又は１５錠に小分けしてＰＴＰパッケージに包装し直されたものであ
り，その包装形態においても本件原告バイアグラ錠とは全く異なること，本件原告
バイアグラ錠は医師の慎重かつ厳格な診断・処方により患者に投与されているのに
対し，本件被告錠剤はこのような診断や処方がされないで消費者に引き渡されてい
ること，被告らの広告が薬事法６８条等に違反した違法なものであることからする
と，被告らの行為は，真正商品の並行輸入に該当せず，違法性は阻却されない。



    　（被告らの主張）
    　　原告らの上記主張は争う。
    　　本件被告錠剤は，ファイザー・インク製である。
    　　被告らは，平成１１年７月ころまでは，ＰＴＰパッケージではなくボトル
を使用していた。３０錠入りのボトルはファイザー・インクのものであり，１５錠
以下のボトルは，処方薬を入れてよいとされている他社製のものである。
    (3)  争点(3)について
      （原告らの主張）
      ア　被告らによる本件被告錠剤の輸入代行は，本件各商標の指定商品である
「薬剤」と類似する。
        (ｱ)　商品と役務が類似するか否かは，当該役務及び商品が，親子会社の関
係，系列関係などの密接な営業上の関係又は同一の商品化事業を営むグループに属
する関係が存するかあるいはグループ企業にかかる役務及び商品であると誤信する
おそれがあるかという観点から検討すべきである。
        (ｲ)　薬剤の輸入代行を依頼する者は，代行の結果得られる薬剤自体に興味
があるところ，薬剤という商品は，薬剤の輸入代行の結果として得られたものと同
一であり，用途も同一であること，薬剤の需要者とその輸入代行を依頼する需要者
は同一であること，需要者のほとんどを占める患者にとって，薬局で薬剤を購入す
るのと，輸入代行業者に代行手数料及び商品代金を支払って薬剤を入手するのとの
間に明確な差異を見いだしがたいことからすると，薬剤の販売者と輸入代行者の各
事業主体について同一の商品化事業を営むグループに属する関係があると誤信する
おそれは高い。　商品の製造販売とその輸入代行を同一の事業者が行うことも何ら
奇異ではないし，現実に，被告と原告とを誤認した事例も存在する。
        (ｳ)　したがって，被告らによる本件被告錠剤の輸入代行は，本件各商標の
指定商品である「薬剤」と類似する。
      イ(ｱ)　　被告らの行為のうち，本件ウェブページ，本件看板，本件案内書に
被告標章を付する行為は，本件被告錠剤の輸入代行という役務に関する広告に被告
標章を付して展示し，又は頒布する行為に当たる。
        (ｲ)  被告らの行為のうち，本件案内書，本件しおり，本件取扱商品，本件
申込フォーム及び本件依頼書に被告標章を付する行為は，本件被告錠剤の輸入代行
という役務に関する取引書類（本件取扱商品については，取引書類又は定価表）に
被告標章を付して展示し，又は頒布する行為に当たる。
        (ｳ)  被告らの行為のうち，被告標章を記載した取引書類を用いて注文を受
けた本件被告錠剤を代行して輸入し，顧客に被告標章が表示された本件しおり等の
書類を添付して引き渡す行為は，本件被告錠剤の輸入代行という「役務の提供に当
たりその提供を受ける者の利用に供する物に標章を付したものを用いて役務を提供
する行為」に当たる。
　　　ウ  上記(2)ウの原告の主張のとおり，被告らの行為は，真正商品の並行輸入
として違法性を阻却されるものではない。
      （被告らの主張）
      　　商品と役務の類否については，①役務の提供と商品の製造・販売が同一
の事業者によって行われているのが一般的か，②役務と商品の用途が一致するか，
③役務の提供場所と商品の販売場所が一致するか，④需要者の範囲が一致するかを
総合的に考慮したうえで個別具体的に判断すべきである。
      　　しかるに，①本件被告錠剤の製造販売とその輸入代行が同一事業者によ
って行われるのが一般的とはいえないし，②被告らの行為は個人輸入の注文を受け
て発注及び代金支払を注文者に代わってするものであって，商品と役務の用途の一
致もなく，③本件原告バイアグラ錠の販売は病医院又は薬局に限られるのに対し，
被告らの行為はどこでも行われるから，提供場所と販売場所が一致することもな
い。結局，④について一致することがあり得るのみである。
      　　本件各商標を使用しての本件原告バイアグラ錠の製造・販売と被告標章
を使用しての本件被告錠剤の個人輸入代行業務との出所の誤認・混同が一般的であ
るとはいえない。
        　したがって，被告らによる本件被告錠剤の輸入代行は，本件各商標の指
定商品である「薬剤」と類似しない。
    (4)  争点(4)について
      （原告の主張）
      ア(ｱ)　　被告らの行為のうち，本件ウェブページ，本件看板，本件案内書，



本件取扱商品，本件しおり，本件申込フォーム及び本件依頼書に被告標章を付する
行為は，自己の業務に係る本件被告錠剤又はその輸入販売業を表示するものとし
て，使用しているというべきである。
        (ｲ)  被告らの行為のうち，被告錠剤を輸入し，顧客に被告標章が表示され
た本件しおり等の書類を添付して販売する行為は，自己の業務に係る本件被告錠剤
又はその輸入販売業を表示するものとして被告標章を使用した本件被告錠剤を譲渡
し，引き渡し，輸入しているというべきである。
      イ  被告らの行為により，特に勃起不全患者及びその予備群等の間におい
て，被告らの業務にかかる本件被告錠剤又はその輸入販売業が，原告らと緊密な関
係を有する者の業務にかかる商品又は営業であると混同されるおそれがある。
      ウ  上記(2)ウの原告の主張のとおり，被告らの行為は，真正商品の並行輸入
として違法性を阻却されるものではない。
      （被告の主張）
      ア　原告らの不正競争防止法に基づく請求は時機に遅れたものであり却下さ
れるべきである。
      イ　原告の上記主張は争う。
    (5)  争点(5)について
      （原告の主張）
      ア(ｱ)　　被告らの行為のうち，本件ウェブページ，本件看板，本件案内書，
本件取扱商品，本件しおり，本件申込フォーム及び本件依頼書に被告標章を付する
行為は，自己の業務に係る被告錠剤又はその輸入代行業を表示するものとして，使
用しているというべきである。
        (ｲ)  被告らの行為のうち，本件被告錠剤を代行して輸入し，顧客に被告標
章が表示された本件しおり等の書類を添付して引き渡す行為は，自己の業務にかか
る本件被告錠剤又はその輸入代行業を表示するものとして被告標章を使用した本件
被告錠剤を引き渡しているというべきである。
        　　不正競争防止法２条１項１号及び２号にいう「引渡し」とは，物に対
する事実上の移転を意味するから，少なくとも，被告らが，本件店舗において，顧
客に対し，本件被告錠剤を，本件しおり等の書類を添付して引き渡す行為は，「引
渡し」に当たる。
      イ  被告らの行為により，特に勃起不全患者及びその予備群等の間におい
て，被告らの業務にかかる本件被告錠剤又はその輸入代行業が，原告らと緊密な関
係を有する者の業務に係る商品又は営業であると混同されるおそれがある。
      ウ  上記(2)ウの原告の主張のとおり，被告らの行為は，真正商品の並行輸入
として違法性を阻却されるものではない。
      （被告の主張）
      ア　原告らの不正競争防止法に基づく請求は時機に遅れたものであり却下さ
れるべきである。
      イ　原告の上記主張は争う。                
      　　被告標章は被告らの輸入代行業を表示するものとして使用しているもの
ではない。輸入代行の対象商品として約１０品目のうちの１つとして使用している
にすぎない。
      　　不正競争防止法２条１項１号にいう「引渡し」は，引き渡すことによっ
て他人の商品又は営業と混同を生じさせる場合をいい，同項２号にいう「引渡し」
は，自己の商品等表示として引き渡す場合をいうから，被告らの行為はこれらに当
てはまらない。被告らは，輸入代行業を表示するものとして被告標章を使用した本
件被告錠剤を引き渡しているものではない。また，被告らは，各顧客宛の本件被告
錠剤を「気付」の形で一時的に保管しているにすぎず，事実上の支配はその顧客に
あり，それを取り次ぐにすぎないから，被告らの行為は，「引渡し」に当たらな
い。
    (6)  争点(6)について
      （原告らの主張）
      　両被告間での営業譲渡の契約書はなく，対価も授受されていないこと，営
業譲渡後も店舗の賃貸借名義や営業にかかるｅメールアドレスが変更されていない
こと，被告らが上記営業譲渡の日とする平成１１年９月１日から，被告らが本件訴
訟において営業譲渡を主張し始めるまでの間に，安井堂インターナショナルの営業
に係る広告，取引書類等で，被告会社の名称が記載されているものが皆無であるこ
とからすると，被告らの主張する営業譲渡は実際には行われておらず，安井堂イン



ターナショナルの営業主体は被告Ａである。
      （被告らの主張）
      　被告Ａは，平成１１年９月１日，被告会社に安井堂インターナショナルの
営業を譲渡したものである。
      　ライフボードヤスイドウの銀行口座は平成１１年１１月１２日に開設され
実際に使用されているし，被告Ａのｅメールアドレスは平成１１年９月１日よりか
なり前から使用されていない。安井堂インターナショナルの営業において，被告会
社の名称は，領収書やウェブページのインデックスページで表示している。
    (7)  争点(7)について
    　（原告らの主張）
      ア　被告会社は小規模閉鎖会社であり，その全株式を被告Ａが所有している
こと，被告Ａが安井堂インターナショナルの店主として事実上代表として活動して
いること，同社のウェブページのドメインも同人が登録名義人であることなどから
すると，被告会社は，実質的に被告Ａの支配・経営にかかる個人企業である。被告
Ａから被告会社へ安井堂インターナショナルの営業が譲渡されたとしても，安井堂
インターナショナルの営業の実態は，財産的にも営業的にも何ら変更が無い。
      　　したがって，被告Ａと被告ライフボートは，法人格否認の法理により，
法的に実質同一の主体と評価されるべきものであるから，両被告は，当該営業譲渡
の前後を問わず，安井堂インターナショナルの営業の全体について損害賠償の責を
負う。
      イ　仮に，両者が法的に別個の主体と評価されるとしても，
      　(ｱ)　被告Ａは，被告会社の代表取締役であり，上記営業譲渡後の安井堂イ
ンターナショナルの営業についても，その業務を悪意又は重過失により遂行した代
表取締役として損害賠償責任を負う。
      　(ｲ)　被告会社は，平成１１年９月１日より前の安井堂インターナショナル
の行為について，商号続用営業譲受人として，商法２６条１項により損害賠償責任
を負う。
      （被告らの主張）
      　原告らの主張は争う。
      　被告会社は，ＢがＣから会社を買って，役員，商号等を変更したものであ
り，Ｂが株式を全部有し，実質的にも同人が経営している。
    (8)  争点(8)について
    （原告らの主張）
      ア　被告らは，平成１０年４月から本件被告錠剤を輸入販売し，又はその輸
入代行を行っている。
      　　本件被告錠剤にかかる収入は，平成１１年９月１日から平成１２年７月
７日までで，３５８４万２４４０円である。
      　　平成１０年４月１日から平成１１年８月３１日までの収入は，１月あた
り平均３００万円を下らないから，この期間の収入は５１００万円を下らない。
      　　したがって，被告らが，本件被告錠剤の輸入販売又はその輸入代行によ
って得た利益は，この合計額である８６８４万２４４０円である。
      イ　ヨシダコーポレーションは，平成１０年４月から本件被告錠剤を販売し
ているところ，本件被告錠剤１錠の推定卸売価格は約６ドル（７２０円）であり，
被告らがヨシダコーポレーションに支払う商品代金は最低でも１３６６円であるか
ら，本件被告錠剤１錠当たりの利益は少なくとも６００円を下らない。したがっ
て，同社は１か月当たり少なくとも３６０万円の利益を得たものであり，平成１０
年４月１日から平成１２年７月７日まで，少なくとも９８０１万２９０３円の利益
を得た。
      　　ヨシダコーポレーションと被告らは，実質的に一体であり，独立した法
人格を否定すべきであるから，被告らは，原告らからのヨシダコーポレーションの
得た利益にかかる損害賠償請求に対し，ヨシダコーポレーションの利益であること
を理由に拒むことは許されない。
      ウ  原告らは，被告らの行為によって本件訴訟の提起を余儀なくされ，原告
訴訟代理人らに弁護士費用の支払を約し，本訴の提起追行を依頼せざるを得なかっ
た。原告らは，これにより，少なくとも１８４８万５５３４円の損害を被った。
      エ  原告らの間の約定によると，本件においては，上記損害賠償金の６割に
当たる１億１９８５万５１４０円につき原告ファイザー・プロダクツが損害賠償請
求権を有し，これを控除した額である７９９０万３４２７円につき原告ファイザー



製薬が損害賠償請求権を有する。
      オ  これらの内金として，原告ファイザー・プロダクツは各被告に対し５６
７７万８０８１円，原告ファイザー製薬は各被告に対し，３７８５万２０５５円を
請求する。
      （被告らの主張）
      　損害の発生及び額については争う。
      　本件被告錠剤は，米国法人であるピルボックス又はオールインタナショナ
ルが，ファイザー・インクから購入したものを直接輸入しているものであるから，
ファイザーグループとして見る限り，被告らの行為によって，なんら損害は発生し
ていない。
      　被告らは，手数料収入を得るために経費を要しており，平成１１年４月１
日から平成１２年３月３１日までの１年間に本件被告錠剤の輸入代行を含む営業の
経費として３７６３万６５９５円を要し，被告ら取扱商品のうち７割が本件被告錠
剤であるから，本件被告錠剤の輸入代行には，１か月当たり２１９万５４６８円
（３７６３万６５９５÷１２×０．７）の経費を要した。
第４  当裁判所の判断
  １　争点(1)について
    (1)　証拠（甲３４ないし３６，３９ないし４１，７７，９２，乙３，９，１
２，１３，２４（枝番をすべて含む），２６（枝番をすべて含む），乙２８の１，
２，乙３２，３５，被告Ａ本人）と弁論の全趣旨によると，以下の事実が認められ
る（なお，以下の事実のうち，平成１１年９月１日に被告Ａから被告会社に安井堂
インターナショナルの営業が譲渡されたものと認められることは，後記３(1)のとお
りである。）。
    　　被告Ａは，平成７年ころ，本件店舗において，輸入ランジェリーショップ
であるパンテーラを開店し，平成８年１０月１５日ころ，屋号を安井堂インターナ
ショナルとし，ランジェリーやアダルトグッズ等の販売等をするようになったもの
であるが，平成１０年５月ころから，弟であるＢが米国に在住していたこともあっ
て，本件被告錠剤を取り扱うようになった。
    　　本件被告錠剤の取扱いは，日本においては，被告Ａが，米国においては，
Ｂが，それぞれ役割を分担して行うこととし，被告Ａが，日本において，本件被告
錠剤の「輸入代行依頼」を受けて，それを，米国にある，Ｂが実質上の代表者を務
めるヨシダコーポレーションに取り次ぎ，ヨシダコーポレーションが，本件被告錠
剤を，米国において入手していた。
      　当初取り扱っていたのは，１００ミリグラム３０錠入り，１００ミリグラ
ム１０錠入り，５０ミリグラム３０錠入りの３種類であり，このうち，１００ミリ
グラム１０錠入りは，ファイザー・インクの製品には存在しないものであった。遅
くとも平成１１年５月ころには，ＰＴＰパッケージに包装し直したものも扱うよう
になったが，これは，１５錠入りのＰＴＰパッケージに包装し直したものである。
その後，ＰＴＰパッケージに包装し直したもののみを扱うようになり，３錠，６錠
又は１５錠に小分けをしてＰＴＰ包装したもののみを扱うようになった。
    　　平成１１年６月ころ，株式会社衣舞という会社を買い取って，同月３０
日，社名を株式会社ライフボートと変更し，被告Ａが同社の代表取締役となった。
これが被告会社である。同年９月１日から，安井堂インターナショナルは，同社が
営業譲渡を受けて営業主体となり，安井堂インターナショナルという名称で，従前
どおりの営業を続けた。
    　　同社は，平成１２年６月３０日に，現在の社名（被告会社）に変更した
が，その際，被告Ａは同社の代表取締役を退任し，Ｂの友人であるＤが同社の代表
取締役に就任したが，同人は名目上の代表者で，実質上の代表者は，Ｂである。
      　被告会社もヨシダコーポレーションも，被告ＡやＢの親族や友人を役員と
する小規模な同族会社である。
    (2)  以下の証拠と弁論の全趣旨によると，安井堂インターナショナルがＰＴＰ
パッケージに包装し直したもののみを扱うようになった後における安井堂インター
ナショナルの営業形態は，次のとおりであることが認められる。
      ア  顧客からの注文を受け，代金を受領する方法
        (ｱ)  本件店舗における申込みの場合（乙４の１ないし３，乙１６，乙２０
の１ないし４，乙３２，被告Ａ本人）
        　　初回注文者には，個人輸入代行申込書及び個人輸入代行委任状に氏
名，住所等を記入させ，個人輸入と商品の説明をし，その説明が記載された書面に



署名させ，輸入代行代金お預かり書を発行してして代金を受領する。再注文者に
は，個人輸入代行申込書に氏名，住所等を記入させ，輸入代行代金お預かり書を発
行して代金を受領する。
        　  代金は，本件被告錠剤を顧客に送付する場合，その全額を申込時に受
領する。本件被告錠剤を顧客が本件店舗に受取りに来る場合，注文数量が多いとき
は，一定額のみを申込時に受領し，商品引渡時に残額を受領するが，注文数量が少
ない場合，その全額を申込時に受領する。
        (ｲ)  郵便，ファックスによる申込みの場合（甲７，３７，３８，乙１４，
１５，１７，３２，被告Ａ本人）
        　  初回注文者の場合，顧客に，「バイアグラ個人輸入代行サービスのご
案内」（本件案内書），輸入代行依頼書（本件依頼書）を郵送又はファックスし，
顧客が輸入代行依頼書に氏名等を記入して安井堂インターナショナルに郵送又はフ
ァックスする。再注文者の場合，顧客に，輸入代行依頼書を郵送又はファックス
し，顧客が氏名等を記入した輸入代行依頼書を安井堂インターナショナルに郵送又
はファックスする。
        　  代金は，初回注文者は全額前金で銀行振込又は現金書留によって支払
い，再注文者は，来店引取りの場合は来店時に支払い，それ以外の場合は全額前金
で支払う。
        (ｳ)　 インターネットによる申込みの場合（甲５の３ないし７，乙１９，
３２，被告Ａ本人）
        　  初回注文者は，個人輸入の説明等をしたページを見ることになってお
り，そこにある「理解しました」と記載されたバナーをクリックすると，申込フォ
ームが表示されるので，申込フォームに入力する。このバナーの記載は，平成１２
年１１月１６日に，「理解しました」から「理解して代行を委任しました」に変更
された。再注文者は，リピーター用ページから申込フォームに行くか，又はｅメー
ルで申し込む。
        　　代金は，初回注文者は全額前金で銀行振込又は現金書留によって支払
い，再注文者は，来店引取りの場合は来店時に支払い，それ以外の場合は全額前金
で支払う。
        (ｴ)  なお，いずれの申込みにおいても，顧客に対し，本件被告錠剤の購入
元がオールインタナショナルであることの開示はされない。また，顧客は，手数料
と商品価格を区別して金額が示されていない一定額を，代金として日本円で支払う
のみであったが，その後，３錠，６錠の場合は，手数料と商品価格を区別して金額
が示されていない一定額を，１５錠と３０錠（１５錠ＰＴＰ包装２個）の場合は，
手数料と商品価格を区別して金額が示されている合計額である一定額を，代金とし
て日本円で支払うようになり，さらにその後，３錠，６錠の場合も，手数料と商品
価格を区別して金額が示されるようになった。いずれの場合も，顧客は，為替差損
を負担しない。
          （上記(ｱ)ないし(ｳ)の各証拠，乙２１の１ないし４，乙２９）
      イ  安井堂インターナショナルがヨシダコーポレーションに取り次ぐ方法
（乙６の１及び２，乙３２，被告Ａ本人，弁論の全趣旨）
        　安井堂インターナショナルは，ヨシダコーポレーションに対し，週２回
程度，顧客の氏名，商品の種類等を，宛名シールとして使うことができる一定のフ
ォームの用紙に記入して，ファックスで送信している。
      　　安井堂インターナショナルは，ヨシダコーポレーションに対し，顧客か
ら受領した個人輸入代行委任状，輸入代行依頼書等の書類を送付していないし，こ
れらは，オールインタナショナルに示されていない。
      ウ　ヨシダコーポレーションが，オールインタナショナルから本件被告錠剤
を受け取って日本へ発送する方法（甲９１の３，甲１１２の１，乙５，３２，３
５，被告Ａ本人）
      　　ヨシダコーポレーションは，米国にある医薬品販売業者であるオールイ
ンタナショナルの中に部屋を借りている。ヨシダコーポレーションは，オールイン
タナショナルから，ボトルに入った本件被告錠剤を受け取り，それをボトルから出
して，３錠，６錠又は１５錠に小分けしてＰＴＰ包装し，それを個々の顧客ごとに
封筒に入れて，上記イの宛名シールを貼るなどして日本に発送している。その封筒
には，発送者について「ＡＬＬ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ　ＩＮＣ　Ｃ／Ｏ　
ＹＯＳＨＩＤＡ　ＣＯＲＰ」と記載されている。
        　顧客が直接自宅に送付することを希望する場合は，上記発送において，



直接自宅宛てに発送する。顧客が安井堂インターナショナルにいったん送ったのち
安井堂インターナショナルからの送付を希望する場合及び本件店舗での受取りを希
望する場合には，安井堂インターナショナルに発送する。大部分の顧客は，直接自
宅に送付することを希望しないので，直接自宅宛てに送付される例は少ない。
      　　ヨシダコーポレーションは，オールインタナショナルに，週１回程度，
まとめて代金を支払っている。
      　　なお，オールインタナショナルのウェブページには，同社が個人向けの
販売をしない旨及び注文者の氏名や住所を明確に記載することを要求する旨が記載
されている。
      エ  顧客に本件被告錠剤を引き渡す方法（甲３７，甲９１の３，甲１３０の
４，乙５，１８，３２，被告Ａ本人）
        (ｱ)  米国から直接顧客に送付する場合
          　上記ウのとおり，米国から直接各顧客に送付される。
        (ｲ)  顧客が安井堂インターナショナルにいったん送ったのち安井堂インタ
ーナショナルからの送付を希望する場合
          　上記ウのとおり，米国から安井堂インターナショナル宛に送付され，
それを安井堂インターナショナルが顧客の希望する場所に送付する。その際に，安
井堂インターナショナルは，封筒を開けて，内容物がまちがいないか，破損してい
ないかを確認した後，顧客の希望する場所に送付する。
        (ｳ)  本件店舗における受取りの場合
          　上記ウのとおり，米国から安井堂インターナショナル宛に送付され，
顧客は，申込受付書と，初回注文者は安井堂インターナショナルが郵送した住所確
認はがきを持参して，本件店舗で受け取る。その際に，安井堂インターナショナル
は，封筒を開けて，内容物がまちがいないか，破損していないかを確認した後，顧
客に渡す。
        (ｴ)  以上いずれの場合にも，「バイアグラご愛用のしおり」（本件しお
り）が，本件被告錠剤と共に，送付又は渡される。　
        　　また，不足分や破損品があった場合，その分は，安井堂インターナシ
ョナルが有する他の本件被告錠剤を顧客に交付する。  
    (3)  上記(1)，(2)認定の事実によると，安井堂インターナショナルがＰＴＰパ
ッケージに包装し直したもののみを扱うようになった後においては，ヨシダコーポ
レーションは，オールインタナショナルから，ボトルに入った本件被告錠剤を受け
取り，それをボトルから出し，小分けしてＰＴＰ包装し，それを封筒に入れて，日
本に発送していること，オールインタナショナルは，ヨシダコーポレーションに本
件被告錠剤を交付する際，安井堂インターナショナルの顧客についての情報を実質
的には受領していないこと（この点について，被告Ａは，本人尋問において，事後
的には，個々の顧客についての情報がオールインタナショナルに知らされていると
供述するが，同供述に証拠（甲９１の３，乙６の１）を総合すると，上記のとおり
知らされているとしても，宛先が日本語で記載された郵送の控えが，日本語を解す
る者がいないオールインタナショナルに渡されているのみであると認められるか
ら，オールインタナショナルが，個々の顧客についての情報を管理できるような形
で渡されているとは考えがたい。），安井堂インターナショナルが顧客から受領し
た輸入代行委任状等も，オールインタナショナルには示されていないこ
と，オールインタナショナルは，ヨシダコーポレーションから，週１回程度，まと
めて代金を受け取っており，顧客ごとに代金を受け取っているわけではないこと，
オールインタナショナルのウェブページにおいて同社が個人向けの販売をしない旨
や販売の際注文者の氏名や住所を明確に記載することを要求する旨が記載されてい
ること，安井堂インターナショナルの個々の顧客も購入元がオールインタナショナ
ルであることの認識はないこと，不足分や破損品があった場合，安井堂インターナ
ショナルがこれを顧客に提供していること，安井堂インターナショナルから顧客に
示される商品価格と輸入代行手数料との金額の区別は明確でなかったし，為替差損
を個々の顧客が負担することもないこと，以上の事実が認められる。また，オール
インタナショナルが安井堂インターナショナルの個々の顧客に対して，本件被告錠
剤の説明書や能書はもとより，何らかの書類を発行していることを認めるに足りる
証拠はない。以上述べたところからすると，安井堂インターナショナルの個々の顧
客がオールインタナショナルから本件被告錠剤を輸入して買い受けているものと認
めることはできない。ヨシダコーポレーションが，オールインタナシ
ョナルから本件被告錠剤を買い受けているものと認められる。



      　さらに，上記(1)，(2)認定の事実によると，本件被告錠剤の取扱いは，日
本においては，被告Ａが，米国においては，Ｂが，それぞれ役割を分担して行うこ
ととして始められたものであって，平成１２年６月３０日からは，日本において
も，米国においても，Ｂが経営する小規模な同族会社が行っていること，大部分の
場合，本件被告錠剤は，いったん安井堂インターナショナルに送付され，そこで，
内容を確認した後，顧客に渡されること，以上の事実が認められる。また，被告Ａ
又は被告会社からヨシダコーポレーションへの代金の送金がどのようにしてされて
いるかについて，被告Ａの陳述書（乙３２）には，商品代金を米国のヨシダコーポ
レーションへ送金するほか，Ｂに手渡したり，指定された国内口座に振り込む旨の
記載があるが，その事実を裏付ける送金関係等の書証は何ら提出されていないか
ら，真にどのようにして支払がされているか明らかではない。これらのことに，不
足分や破損品があった場合，安井堂インターナショナルがこれを顧客に提供してい
ること，商品価格と輸入代行手数料との金額の区別が明確に示されていなかったこ
とや為替差損を個々の顧客が負担することはないこと等の上記(1)，(2)認
定の他の事実を総合すると，被告Ａ又は被告会社（安井堂インターナショナル）
は，ヨシダコーポレーションと一体となって，ヨシダコーポレーションがオールイ
ンタナショナルから買い受けた本件被告錠剤を米国から輸入して顧客に販売してい
るものと認めることができる。
    　　なお，被告Ａの陳述書（乙３２）には，ヨシダコーポレーションがオール
インタナショナルに対し，個人輸入申込者の情報を提示して配送を依頼していると
する記載があるが，上記認定の事実に照らすと，これを信用することができない。
    　　また，上記(1)，(2)認定の事実によると，安井堂インターナショナルは，
顧客の依頼があって初めてヨシダコーポレーションへ取り次ぐこと，本件被告錠剤
は，個々の顧客ごとに封筒に入れて日本に送付されること（この点について，原告
らは，米国において，個々の契約とは無関係に，被告ら宛に本件被告錠剤がまとめ
て送付され，被告らにおいて，これを個々の顧客に分別していると主張するが，こ
の事実を認めるに足りる証拠はない。），安井堂インターナショナルは，顧客か
ら，輸入代行に関する書類を受け取っていること，以上の事実が認められるが，顧
客の依頼があって初めて取り次ぐことや本件被告錠剤が個々の顧客ごとに封筒に入
れて日本に送付されることは，被告らの行為が輸入と売買であることと矛盾するも
のではないし，安井堂インターナショナルは，顧客から，輸入代行に関する書類を
受け取っているからといって，上記のような実態を有する被告らの取引が輸入と売
買ではなく輸入代行となるものではないというべきである。
    (4)　上記(1)，(2)認定の事実に証拠（乙２４（枝番をすべて含む），２６（枝
番をすべて含む），３２，被告Ａ本人）と弁論の全趣旨を総合すると，安井堂イン
ターナショナルがＰＴＰパッケージに包装し直したもののみを扱うようになる前の
時期においては，ヨシダコーポレーションが，米国において，本件被告錠剤を入手
し，必要な小分け等を行った後に，それを封筒に入れて，日本に発送していたこ
と，顧客が申し込む方法や本件被告錠剤を顧客に引き渡す方法は，上記(2)ア及びエ
で認定したところと基本的には変わりないこと，米国における本件被告錠剤の入手
先とヨシダコーポレーション及び安井堂インターナショナルとの関係は，上記(3)で
認定した，オールインタナショナルとヨシダコーポレーション及び安井堂インター
ナショナルとの関係と同様のものであったこと，ヨシダコーポレーションと安井堂
インターナショナルとの関係については，上記(3)で認定したところがあてはまるこ
と，以上の事実が認められるから，被告Ａ又は被告会社（安井堂インターナショナ
ル）が，ヨシダコーポレーションと一体となって，ヨシダコーポレーションが米国
で入手した本件被告錠剤を米国から輸入して顧客に販売していたものと認めること
ができる。
  ２　争点(2)について
  　(1)　本件被告錠剤が，本件各商標権の指定商品である「薬剤」に該当すること
は当事者間に争いがない。
  　(2)　前記第２の１(5)の事実に前記１(2)認定の事実と証拠（甲１１３）と弁論
の全趣旨を総合すると，本件ウェブページ，本件看板，本件案内書に被告標章を付
し，本件案内書を交付する行為は，本件被告錠剤に関する広告に被告標章を付して
展示し，又は頒布する行為，本件申込フォーム，本件依頼書，本件しおりに被告標
章を付し，本件依頼書，本件しおりを交付する行為は，本件被告錠剤に関する取引
書類に被告標章を付して展示し，又は頒布する行為，本件取扱商品に被告標章を付
し，これを交付する行為は，本件被告錠剤に関する定価表に被告標章を付して頒布



する行為に当たるものと認められる。
  　　　したがって，以上の行為は，業として商品（本件被告錠剤）を輸入販売す
る者である被告Ａ又は被告会社（安井堂インターナショナル）がその商品について
被告標章を使用したものということができる。
    (3)　原告は，被告標章を記載した取引書類を用いて注文を受けた本件被告錠剤
を輸入し，顧客に被告標章が表示された本件しおり等の書類を添付して販売する行
為は，本件被告錠剤に被告標章を付したものを譲渡し，引き渡し，輸入する行為に
当たると主張する。確かに，前記１(2)認定のとおり，顧客に本件被告錠剤が渡され
る際には，本件しおりが共に渡されているものと認められるが，それのみで，本件
被告錠剤に被告標章が付されていると認めることはできないし，被告標章を記載し
た取引書類を用いて注文を受けた本件被告錠剤を輸入しているからといって，本件
被告錠剤に被告標章が付されていると認めることはできない。また，その他，本件
被告錠剤に被告標章が付されているというべき事実は認められない。
    (4)　前記１認定の事実によると，安井堂インターナショナルがＰＴＰパッケー
ジに包装し直したもののみを扱うようになった後は，本件被告錠剤は，そのすべて
がヨシダコーポレーションによってＰＴＰ包装に包装し直されたものであるから，
本件被告錠剤の輸入販売行為は，真正商品の輸入販売として違法性が阻却されない
ものというべきである。
    　　また，安井堂インターナショナルがＰＴＰパッケージに包装し直したもの
のみを扱うようになるより前の時期については，その商品の具体的な入手経路は証
拠上明らかではなく，証拠（甲４６ないし５０の各１，２，甲５１，７２，甲９６
の１，２）によると，ファイザー・インク製でない「バイアグラ」と称する錠剤
が，ファイザー・インクが販売しているのと同じボトルに入れられて販売されてい
たことがあったこと，被告会社は，ホームページで，バイアグラの偽物が広く出回
っている旨の警告をしていること，以上の事実が認められることをも総合すると，
いまだ，本件被告錠剤が，ファイザー・インク製の商品であったとまでは認められ
ない。また，仮に，本件被告錠剤が，ファイザー・インク製の商品であったとして
も，前記１認定のとおり包装し直されたものがあったうえ，それ以外のものについ
ても，それがファイザー・インクが出荷してから顧客に渡されまでの間に変更が加
えられていないことを認めるに足りる証拠はない。したがって，安井堂インターナ
ショナルがＰＴＰパッケージに包装し直したもののみを扱うようになるより前の時
期についても，本件被告錠剤の輸入販売行為が，真正商品の輸入販売と
して違法性が阻却されるものとは認められない。
  ３　争点(6)及び(7)について
  　(1)　被告Ａから被告会社に対する営業譲渡について
  　　ア　証拠（甲３７，３８，乙４の３，乙１２，１３，１５，乙２４の６の
１，２，乙２８の１，２）によると，被告会社の平成１１年４月１１日から平成１
２年３月３１日までの決算報告書には，２６０８万２２５０円の売上げが計上され
ていること，被告会社は，平成１１年１１月１２日に預金通帳を作成しているこ
と，被告会社名を表示した本件依頼書や輸入代行申込書や輸入代行代金お預かり書
が存すること，以上の事実が認められ，これらの事実に証拠（乙３２，被告Ａ本
人）と弁論の全趣旨を総合すると，平成１１年９月１日に被告Ａから被告会社に安
井堂インターナショナルの営業が譲渡されたものと認められる。
  　　イ　証拠（甲５の２，３，４，甲７，３４，３５，１２５ないし１２７，被
告Ａ本人）と弁論の全趣旨によると，被告Ａから被告会社に営業譲渡の対価が交付
されたり，譲渡契約書が作成されたりしていないこと，平成１１年９月１日以降も
「ヤスイドウＡ」名義の銀行口座を本件被告錠剤の代金の振込口座として使用され
ていること，平成１１年９月１日以降も本件店舗の賃借人名義は被告Ａであるこ
と，平成１１年９月１日以降も安井堂インターナショナルの営業にかかるｅメール
アドレスとして表示されているｅメールアドレスの登録名義人は被告Ａであるこ
と，以上の事実が認められる。しかし，前記１(1)認定のとおり，被告会社は被告Ａ
を代表者とする小規模な会社であったのであり，被告会社は安井堂インターナショ
ナルの名称を引き続き使用して従前と同じ形態で営業を行っていることからする
と，上記のとおり対価が交付されたり譲渡契約書が作成されたりせず，銀行口座等
が変更されないとしても，直ちに上記アの認定を覆すに足りるものではない。
  　(2)　被告Ａと被告会社の同一性について
  　　　上記(1)イ認定のとおり，被告会社は被告Ａの財産を利用しているというこ
とができるが，これのみで直ちに被告会社の法人格が形骸化しているということは



できず，その他，被告会社の法人格が形骸化しており，法人格が否認されるとまで
いうべき事情は認められない。
  　　　したがって，本件商標権侵害によって生じた損害賠償債務は，平成１１年
９月１日に被告会社が被告Ａから営業譲渡を受けるまでは，被告Ａが，営業譲渡の
のちは，被告会社が，それぞれ負うものと認められる。
  　(3)　被告会社の商法２６条１項の基づく責任について，
      　前記１(1)認定のとおり，被告会社は，平成１１年９月１日に被告Ａから営
業譲渡を受けたのちも，安井堂インターナショナルの名称を引き続き使用して従前
と同じ形態で営業を行っていたのであるから，商法２６条１項により，被告Ａが，
営業譲渡前の営業によって負った債務につき弁済の責めを負うものと解される。し
たがって，被告会社は，被告Ａが本件商標権侵害によって負った損害賠償債務につ
き弁済の責めを負う。
    (4)　営業譲渡後の被告Ａ個人の責任について
    　　被告Ａは，平成１２年６月３０日まで被告会社の代表者であって，営業譲
渡の後の被告会社の本件商標権侵害行為は，少なくとも同日までは被告会社代表者
の地位にあった被告Ａによって行われたものと認められるから，同日までの被告会
社による本件商標権侵害について損害賠償債務を負う。
    　　なお，被告Ａが，平成１２年７月１日以降についても，被告会社の実質上
の代表者であるものと認めるに足りる的確な証拠はない。
  ４　争点(8)について
    (1)　前記１及び３認定のとおり，被告Ａは，平成１０年５月ころから本件被告
錠剤の輸入販売を始め，平成１１年９月１日からは，被告会社が本件被告錠剤の輸
入販売をしているものと認められる。
    　　証拠（甲１２８，乙２，１３）と弁論の全趣旨によると，被告会社の本件
被告錠剤にかかる収入は，以下のとおり，平成１１年９月１日から平成１２年７月
７日までで，３５８４万２４４０円であることが認められる。
    　　　平成１１年９月　　３０８万７６００円
    　　　　　　　１０月　　３２６万３４００円
    　　　　　　　１１月　　３４９万５４５０円
    　　　　　　　１２月　　３５４万６４００円
    　　　平成１２年１月　　３５４万８７００円
    　　　　　　　　２月　　２９７万９９００円
    　　　　　　　　３月　　３２６万３４００円
    　　　　　　　　４月　　３５６万７９００円
    　　　　　　　　５月　　３９５万９５５０円
    　　　　　　　　６月　　３９１万３１９０円
    　　　　　　　　７月　　１２１万６９５０円（７日まで）
    　　また，この期間の収入は，上記のとおり，平均すると１か月当たり３００
万円を上回っていることからすると，平成１０年５月１日から平成１１年８月３１
日までの被告Ａの収入も，平均すると１か月当たり３００万円を下らなかったもの
と認められる。したがって，この期間の本件被告錠剤にかかる収入は４８００万円
を下らないことが認められる。
    (2)　証拠（乙１２）によると，被告会社の平成１１年４月１日から平成１２年
３月３１日までの期間における決算報告書には，収入合計は２６０８万２２５０円
である旨，経費として，従業員の給与手当として１３５９万７９２３円，店舗の賃
借料として３６８万２５００円，広告宣伝費として４１２万５６６９円をそれぞれ
支出した旨の記載があるものと認められるところ，証拠（乙１２，１３）による
と，被告会社の上記収入２６０８万２２５０円は，平成１１年９月１日から平成１
２年３月３１日までの７か月間における収入であると認められるから，上記経費の
合計額を７で除すると，１か月当たりの経費合計は，３０５万８０１３円であると
認められる。
    　　上記(1)認定にかかる平成１１年９月１日から平成１２年３月３１日までの
期間における本件被告錠剤にかかる収入は，被告会社における上記収入合計２６０
８万２２５０円の約８８パーセントに当たる。また，被告らは，被告ら取扱商品の
うち７割が本件被告錠剤であると主張している。これらのことからすると，上記経
費合計の２分の１に当たる１５２万９００６円は，他の売上げに加えて本件被告錠
剤にかかる収入を得るために必要であった経費であると認められる。したがって，
これについては，上記(1)の被告らの収入から控除することとする。



    　　証拠（乙１２）によると，被告会社の平成１１年４月１日から平成１２年
３月３１日までの期間における決算報告書には，上記認定にかかる経費以外にも経
費として記載されているものがあるが，これらは，その内容が不明であるか，内容
が明らかであっても，他の売上げに加えて本件被告錠剤にかかる収入を得るために
必要であった経費であるとまでは認められないから，上記(1)の被告らの収入から控
除しないこととする。
    (3)　上記(1)認定の事実によると，平成１０年５月１日から平成１２年７月７
日までの間における本件被告錠剤にかかる収入額は，平成１０年５月１日から平成
１２年６月３０日までが８２６２万５４９０円，平成１２年７月１日から同月７日
までが１２１万６９５０円であると認められるから，これから，上記(2)認定の経費
の額を控除すると，平成１０年５月１日から平成１２年６月３０日までが４２８７
万１３３４円（８２６２万５４９０－３９７５万４１５６），平成１２年７月１日
から同月７日までが８７万１６９１円（１２１万６９５０－３４万５２５９）であ
ると認められる。
    (4)　原告ファイザー製薬は，原告ファイザー・プロダクツから，本件各商標権
について独占的通常使用権の設定を受け，日本国内において本件原告バイアグラ錠
を販売しているのであるから，商標法３８条２項の類推適用により，上記(3)の利益
額は同原告が被った損害額であると推定される。
    　　弁論の全趣旨によると，原告らの間での約定により，原告ファイザー製薬
は，本件各商標について第三者から受領した金員の６割を原告ファイザー・プロダ
クツに支払わなければならないものと認められるから，上記４２８７万１３３４円
のうち，１７１４万８５３４円が原告ファイザー製薬の損害額，２５７２万２８０
０円が原告ファイザー・プロダクツの損害額であり，８７万１６９１円のうち３４
万８６７６円が原告ファイザー製薬の損害額，５２万３０１５円が原告ファイザ
ー・プロダクツの損害額であると認められる。
        なお，被告らは，本件被告錠剤は，ファイザー・インクからオールインタ
ナショナル等が購入したものであるから，被告らの行為によって損害は発生してい
ないと主張するが，仮に，本件被告錠剤が，ファイザー・インクからオールインタ
ナショナル等が購入したものであるとしても，それを小分けする等して，我が国に
おいて輸入販売したことによる商標権侵害による損害は，ファイザー・インクの上
記販売とは別個に考えることができるから，被告らの行為によって損害が発生して
いないということはない。
    (5)　原告らは，このほかに，ヨシダコーポレーションの得た利益が，原告らの
損害に当たると主張する。
        しかしながら，
      ア　証拠（甲９２，被告Ａ本人）と弁論の全趣旨によると，ヨシダコーポレ
ーションは，米国の法人であって，被告らとは別個の法人格を有し，米国で活動し
ているものと認められ，ヨシダコーポレーションの法人格が否認されるとまでいう
べき事実を認めるに足りる証拠はない。
      イ　したがって，ヨシダコーポレーションの得た利益を，原告らが被告らの
本件各商標権損害行為によって受けた損害であると推定することはできない。前記
１(3)(4)認定のとおり，被告らは，ヨシダコーポレーションと一体となって，ヨシ
ダコーポレーションがオールインタナショナルから買い受けた本件被告錠剤を米国
から輸入して顧客に販売しているものと認めることができるのであるが，そうであ
るからといって，上記アで述べたところによると，ヨシダコーポレーションの得た
利益を，原告らが被告らの本件各商標権損害行為によって受けた損害であると推定
することはできないというべきである。
    (6)　証拠（甲１３４ないし１３７（枝番をすべて含む））に本件事案の内容，
認容額，本件訴訟の経過等を総合すると，本件各商標権侵害行為と相当因果関係の
ある弁護士費用の額は，原告ファイザー製薬につき２５０万円，原告ファイザー・
プロダクツにつき４００万円と認めるのが相当である。
  ５　よって，原告らの請求は，次の限度で理由がある。
    (1)　差止請求について
      ア　原告ファイザー・プロダクツの請求について
      　(ｱ)　商標権に基づく請求について
          　原告ファイザー・プロダクツが，被告らに対し，バイアグラ錠と称す
る錠剤について，ウェブページ，看板，チラシ類その他の広告及び申込書，しおり
その他の取引書類に，被告標章一（1）ないし（3），二（1）及び（2）並びに三記



載の各標章を使用することの差止めを求める請求は理由がある。
          　原告ファイザー・プロダクツが，被告らに対し，上記各標章を記載し
たウェブページを閉鎖し，上記各標章を記載した看板，チラシ類その他の広告並び
に申込書，しおりその他の取引書類を廃棄することを求める請求は，ウェブページ
から上記各標章を削除し，上記各標章を記載した看板，チラシ類その他の広告及び
申込書，しおりその他の取引書類を廃棄することを求める限度で理由がある。
      　　　前記２(3)で述べたところからすると，原告ファイザー・プロダクツ
が，被告らに対し，上記各標章を記載した取引書類を用いて注文を受けた上記錠剤
を輸入し，上記各標章を記載した取引書類を添付して上記錠剤を引き渡す行為の差
止めを求める請求は，理由がない。
        (ｲ)　不正競争防止法３条による請求について
        　　上記各標章を記載した取引書類を用いて注文を受けた上記錠剤を輸入
し，上記各標章を記載した取引書類を添付して上記錠剤を引き渡す行為は，不正競
争防止法が規定する「商品等表示を使用した商品を輸入し，引き渡す行為」に当た
ると認められるところ，上記各標章は，原告ファイザー・プロダクツを含むファイ
ザーグループの著名な本件各商標と類似するから，原告ファイザー・プロダクツ
が，被告らに対し，上記各標章を記載した取引書類を用いて注文を受けた上記錠剤
を輸入し，上記各標章を記載した取引書類を添付して上記錠剤を引き渡す行為の差
止めを求める請求は理由がある。
      イ　原告ファイザー製薬の請求について
      　　前記第２の１(5)記載の行為は，原告ファイザー製薬を含むファイザーグ
ループの著名な本件各商標と類似のものを使用する行為に当たるから，原告ファイ
ザー製薬が，被告らに対し，バイアグラ錠と称する錠剤について，ウェブページ，
看板，チラシ類その他の広告及び申込書，しおりその他の取引書類に，被告標章
一（1）ないし（3），二（1）及び（2）並びに三記載の各標章を使用することの差
止めを求める請求は理由があり，原告ファイザー製薬が，被告らに対し，上記各標
章を記載したウェブページを閉鎖し，上記各標章を記載した看板，チラシ類その他
の広告及び申込書，しおりその他の取引書類を廃棄を求める請求は，上記各標章を
記載したウェブページからこれらの標章を削除し，上記各標章を記載した看板，チ
ラシ類その他の広告及び申込書，しおりその他の取引書類を廃棄を求める限度で理
由がある。
    　　　上記各標章を記載した取引書類を用いて注文を受けた上記錠剤を輸入
し，上記各標章を記載した取引書類を添付して上記錠剤を引き渡す行為は，不正競
争防止法が規定する「商品等表示を使用した商品を輸入し，引き渡す行為」に当た
ると認められるから，原告ファイザー製薬が，被告らに対し，上記各標章を記載し
た取引書類を用いて注文を受けた上記錠剤を輸入し，上記各標章を記載した取引書
類を添付して上記錠剤を引き渡す行為の差止めを求める請求は，理由がある。
      ウ　なお，被告らは，原告らの不正競争防止法に基づく請求は時機に遅れた
ものであり却下されるべきであると主張するが，原告らが不正競争防止法に基づく
請求を追加した時期において，商標権侵害の有無についての審理や損害についての
審理はいまだ終了していなかったうえ，商標権侵害の主張と不正競争防止法違反の
主張は，主張として重なる点も多いから，この請求の追加が著しく訴訟手続を遅滞
させるものとは認められない。
  　(2)　損害賠償請求について
      　商標権侵害について，それぞれ次の限度で理由がある。なお，不正競争防
止法４条による請求の認容額が，次の各金額を上回るとは認められない。
  　　ア　原告ファイザー・プロダクツの請求について
    　　(ｱ)　被告会社に対する請求について
    　　　　３０２４万５８１５円及びこれに対する平成１２年１０月１３日から
支払済みまで年５分の割合による遅延損害金
      　(ｲ)　被告Ａに対する請求について
        　　２９７２万２８００円及びこれに対する平成１２年７月１２日から支
払済みまで年５分の割合による遅延損害金（上記(ｱ)の被告会社の債務と不真正連帯
の関係）
      イ　原告ファイザー製薬の請求について
      　(ｱ)　被告会社に対する請求について
    　　　　１９９９万７２１０円及びこれに対する平成１２年１０月１３日から
支払済みまで年５分の割合による遅延損害金



    　　(ｲ)　被告Ａに対する請求について
        　　１９６４万８５３４円及びこれに対する平成１２年７月１２日から支
払済みまで年５分の割合による遅延損害金（上記(ｱ)の被告会社の債務と不真正連帯
の関係）
        
        東京地方裁判所民事第４７部
        
        
            裁判長裁判官　　　森　        義    之
                      
                      
                  裁判官      岡    口    基    一
                            
                            
                  裁判官      男    澤    聡    子

別紙
被告目録（１２（ﾜ）２０９０５事件訴状添付のもの及び原告準備書面（４）添付の
もの）
原告目録（１２（ﾜ）２０９０５事件訴状添付のもの）              
原告商標目録一原告商標目録二被告標章目録一（１）被告標章目録一（２）被告標
章目録一（３）被告標章目録二（１）被告標章目録二（２）被告標章目録三


